
首都圏における広域降灰対策検討会の開催について 

令和６年６月 24 日 

内閣府政策統括官（防災担当）決定  

１．趣旨 

大規模噴火時の広域降灰対策は重要な火山災害対策の一つであり、令和２

年４月には、中央防災会議に設置された大規模噴火時の広域降灰対策検討グ

ループにおいて、富士山噴火をモデルケースにした広域降灰対策についての

報告が行われた。 

富士山で大規模噴火が発生した場合、首都圏を含む地域が広く降灰に見舞

われ、国民生活や社会経済活動に大きな影響を及ぼすことが懸念される。 

関係省庁等においては、同報告で示された降灰による影響等に基づき、広

域降灰対策について検討を進めてきた。 

今般、関係省庁及び地方公共団体等関係機関が連携した対策を進めていく

にあたり、広域降灰対策に係る考え方や留意点等の検討を行うため「首都圏

における広域降灰対策検討会」（以下「検討会」という。）を開催する。 

２．構成員 

（１）検討会は、別紙に掲げる委員をもって構成し、内閣府政策統括官（防災

担当）が開催する。 

（２）内閣府政策統括官（防災担当）は、委員の中から検討会の座長を依頼す

る。 

（３）座長は、必要に応じ、その他の関係者の出席を求めることができる。

３．検討会の庶務 

検討会の庶務は、内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（調査・企画担当）

において処理する。 

４．その他 

前各項に定めるもののほか、検討会の運営に関する事項その他必要な事項

は、座長が定める。 
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